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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　走行車線に対する自車の逸脱傾向の有無を判定し、逸脱傾向が有ると判定したときに逸
脱回避方向の目標ヨーモーメントを算出する算出手段と、
該算出手段が算出した目標ヨーモーメントに応じて左右輪の制動力差を制御し自車進路を
逸脱回避方向に修正する制御手段と、を備えた車線逸脱防止装置において、
　前記算出手段は、前記制御手段が前記目標ヨーモーメントに応じて自車進路を修正した
場合の車両に作用する推定横加速度及び推定減速度を予め推定し、当該推定横加速度が当
該推定減速度よりも小さいときに、前記目標ヨーモーメントを減少補正することを特徴と
する車線逸脱防止装置。
【請求項２】
　前記算出手段は、車速が低いほど、前記目標ヨーモーメントを小さな値に減少補正する
ことを特徴とする請求項１に記載の車線逸脱防止装置。
【請求項３】
　前記算出手段は、前記推定横加速度が前記推定減速度よりも小さく、且つ前記推定横加
速度と前記推定減速度との偏差が予め定められた所定値以上であるときに、前記目標ヨー
モーメントを減少補正することを特徴とする請求項１又は２に記載の車線逸脱防止装置。
【請求項４】
　前記算出手段は、前記推定横加速度と前記推定減速度との偏差が前記所定値未満となる
ように、前記目標ヨーモーメントを減少補正することを特徴とする請求項３に記載の車線
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逸脱防止装置。
【請求項５】
　前記算出手段は、前記推定横加速度が前記推定減速度よりも小さく、且つ前記推定横加
速度に対する前記推定減速度の比率が予め定められた所定値以上であるときに、前記目標
ヨーモーメントを減少補正することを特徴とする請求項１又は２に記載の車線逸脱防止装
置。
【請求項６】
　前記算出手段は、前記推定横加速度に対する前記推定減速度の比率が前記所定値未満と
なるように、前記目標ヨーモーメントを減少補正することを特徴とする請求項５に記載の
車線逸脱防止装置。
【請求項７】
　前記制御手段は、前記算出手段が前記目標ヨーモーメントを小さく補正するほど、自車
進路を修正する時間を長くすることを特徴とする請求項１～６の何れか一項に記載の車線
逸脱防止装置。
【請求項８】
　走行車線に対する自車の逸脱傾向の有無を判定し、逸脱傾向が有ると判定したときに逸
脱回避方向の目標ヨーモーメントを算出し、算出した目標ヨーモーメントに応じて左右輪
の制動力差を制御し自車進路を逸脱回避方向に修正する車線逸脱防止方法において、
　前記目標ヨーモーメントを算出した際、当該目標ヨーモーメントに応じて自車進路を修
正した場合の車両に作用する推定横加速度及び推定減速度を予め推定し、当該推定横加速
度が当該推定減速度よりも小さいときに、前記目標ヨーモーメントを減少補正することを
特徴とする車線逸脱防止方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車線逸脱防止装置、及び車線逸脱防止方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　走行車線に対する逸脱傾向を検知したときに、左右輪の制動力差によってヨーモーメン
トを発生させて、自車進路を逸脱回避方向に修正する車線逸脱防止装置が知られている。
【特許文献１】特開２００３－１１２５４０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　左右輪の制動力差によってヨーモーメントを発生させる場合、車両には横加速度の他に
減速度（前後加速度）も作用することになる。このときの減速度が横加速度に対して大き
いと、横加速度よりも減速度を運転者に感じさせてしまうので、自車進路の修正を目的と
した制御（車線逸脱防止制御）であるにも関わらず、車両を減速させる制御だと運転者が
勘違いしてしまう可能性がある。
　本発明は、車線逸脱防止制御によって自車進路を修正するときに、運転者に車線逸脱防
止制御の介入を認識させることにより、自車両の車線逸脱傾向を認識させ易くすることを
目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　上記の課題を解決するために、本発明に係る車線逸脱防止装置は、走行車線に対する自
車の逸脱傾向を判定したときに逸脱回避方向の目標ヨーモーメントを算出し、算出した目
標ヨーモーメントに応じて左右輪の制動力差を制御し自車進路を逸脱回避方向に修正する
ものであって、目標ヨーモーメントを算出した際、この目標ヨーモーメントに応じて自車
進路を修正した場合の車両に作用する推定横加速度及び推定減速度を予め推定し、この推
定横加速度が推定減速度よりも小さいときに、目標ヨーモーメントを減少補正することを
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特徴とする。
【発明の効果】
【０００５】
　本発明に係る車線逸脱防止装置によれば、目標ヨーモーメントから推定された推定横加
速度が推定減速度よりも小さい時に、目標ヨーモーメントを減少補正することで、自車進
路を修正するときに、運転者は横加速度を実感し易くなる。したがって、運転者に車線逸
脱防止制御の介入を認識させ、自車両の車線逸脱傾向を認識させ易くできる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００６】
　以下、本発明の実施形態を図面に基づいて説明する。
　図１は、本発明の概略構成である。
　マスターシリンダ１と各ホイールシリンダ２ｉ（ｉ＝ＦＬ、ＦＲ、ＲＬ、ＲＲ）との間
には、スタビリティ制御（ＶＤＣ：Vehicle Dynamics Control）等に用いられるブレーキ
アクチュエータ３が介装されている。このブレーキアクチュエータ３は、ソレノイドバル
ブやポンプ等の油圧機器を備え、これらをコントローラ４によって駆動制御することによ
り、運転者のブレーキ操作に関らず各ホイールシリンダ２ｉの液圧を個別に制御すること
ができる。
【０００７】
　また、車両前方を撮像するカメラ５を備え、撮像した画像データに基づいて、図示しな
い画像処理装置が白線等のレーンマーカを認識して走行車線を検出すると共に、走行車線
に対する自車両のヨー角φと、走行車線中央からの横変位Ｘと、走行車線の曲率ρとを算
出し、各種信号をコントローラ４に入力する。なお、路面に白線が無いときは、道路端、
ガードレール、縁石などに基づいて走行車線を推定すればよい。
【０００８】
　また、圧力センサ１０で検出するマスターシリンダ圧Ｐｍ、舵角センサ１１で検出する
操舵角δ、車輪速センサ１２で検出する各車輪速Ｖｗｉ、方向指示スイッチ１３の操作状
態も、コントローラ４に入力する。さらに、車体の前後加速度Ｙｇ、推定横加速度Ｘｇ、
ヨーレートφ′、道路情報をナビゲーション装置１４から取得し、これらもコントローラ
４に入力する。
【０００９】
　なお、上記の各種データに左右の方向性がある場合には、何れも左方向を正値とし、右
方向を負値とする。すなわち、ヨー角φ及び操舵角δは、左旋回時を正値とし右旋回時を
負値とし、横変位Ｘは、走行車線中央から左にずれているときを正値とし右にずれている
ときを負値とする。
　また、警報装置２０を備え、コントローラ４から出力される警報信号に応じて、警報音
を発したり、警告灯を点灯したりする。
【００１０】
　次に、コントローラ４で所定時間毎のタイマ割込みとして実行する演算処理を、図２の
フローチャートに従って説明する。
　先ずステップＳ１では、各種データを読込む。
　続くステップＳ２では、下記のように、非駆動輪（従動輪）の平均車輪速を車速Ｖとし
て算出する。なお、アンチスキッド制御やナビゲーション情報から取得可能であれば、そ
れを用いればよい。
　　前輪駆動の場合：Ｖ＝（ＶｗRL＋ＶｗRR）／２
　　後輪駆動の場合：Ｖ＝（ＶｗFL＋ＶｗFR）／２
　続くステップＳ３では、走行車線に対する自車の逸脱傾向を判定する。
　先ず、下記のように、車頭時間Ｔｔ後における車線中央からの横変位量を、推定横変位
Ｘｓとして算出する。車頭時間とは、予め定められた所定の距離（前方注視距離）を車速
Ｖで除した値である。
　　Ｘｓ＝Ｔｔ×Ｖ×（φ＋Ｔｔ×Ｖ×ρ）＋Ｘ
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【００１１】
　図９では、αが現在の自車位置、βが車頭時間Ｔｔ後における自車位置である。
　そして、推定横変位｜Ｘｓ｜が閾値ＸLであるか否かを判定する。判定結果が｜Ｘｓ｜
＜ＸLであれば、自車両が車線逸脱傾向に無いと判定して逸脱フラグをＦｄ＝０にリセッ
トし、判定結果が｜Ｘｓ｜≧ＸLであれば、自車両が車線逸脱傾向に有ると判定して逸脱
フラグをＦｄ＝１にセットする。このとき、推定横変位Ｘｓの符号（±）から逸脱方向も
検出する。
　閾値ＸLは、例えば下記のように算出する。Ｌは車線幅、Ｈは車体幅であり、車線幅Ｌ
については、撮像した画像データやナビゲーション情報から取得する。
　　ＸL＝（Ｌ－Ｈ）／２
【００１２】
　続くステップＳ４では、自車の減速が必要であるか否かを判定する。
　ここでは、自車両の車線逸脱傾向の度合い、つまり推定横変位Ｘｓと閾値ＸLとの差分
ΔＸ（＝｜Ｘｓ｜－ＸL）が閾値Ｘａ以上であるか否かを判定する。判定結果がΔＸ＜Ｘ
ａであれば、自車の減速は不要であると判断して、減速フラグをＦｒ＝０にリセットし、
判定結果がΔＸ≧Ｘａであれば、自車の減速が必要であると判断して、減速フラグをＦｒ
＝１にセットする。
【００１３】
　閾値Ｘａは、図３のマップを参照し、走行車線の曲率ρに応じて設定する。すなわち、
曲率ρが大きいほど、閾値Ｘａを大きくする。
　続くステップＳ５では、目標ヨーモーメントＭｓを算出する。
　先ず、逸脱フラグがＦｄ＝０であるときには、Ｍｓ＝０とする。
　一方、逸脱フラグがＦｄ＝１であるときには、下記のように算出する。Ｋ１は車両諸元
から定まるゲイン、Ｋ２は車速Ｖに応じて定まるゲインである。例えば、図４に示すよう
に、車速Ｖが高いほど、Ｋ２を小さくする。
　　Ｍｓ＝Ｋ１×Ｋ２×（｜Ｘｓ｜－ＸL）
【００１４】
　すなわち、車線逸脱傾向の度合いである（｜Ｘｓ｜－ＸL）が大きい程、大きな目標ヨ
ーモーメントＭを算出する。
　そして、下記に示すように、目標ヨーモーメントＭｓによって発生する推定横加速度Ｇ

H及び推定減速度ＧTを算出する。ここで、Ｋｙはヨーレートとヨーモーメントの換算係数
、Ｋｇは減速度とヨーモーメントの換算係数である。
　　ＧH＝Ｍｓ×Ｖ×Ｋｙ
　　ＧT＝Ｍｓ×Ｋｇ
【００１５】
　そして、推定減速度ＧTが推定横加速度ＧHより大きいか否かを判定する。判定結果がＧ

H≧ＧTであれば、横加速度と比べて大きな減速感を運転者に与えることはないと判断し、
目標ヨーモーメントＭｓをそのままの値に維持する。一方、判定結果がＧH＜ＧTであれば
、横加速度と比べて大きな減速感を運転者に与えると判断し、下記のように、目標ヨーモ
ーメントＭｓを、算出された目標ヨーモーメントＭｓよりも小さな値（以下では制限値Ｍ
ｓｍという）に補正する（Ｍｓｍ＜Ｍｓ）。すなわち、判定結果がＧH＜ＧTであるときに
は、目標ヨーモーメントＭｓを減少補正する。
　　Ｍｓ　←　Ｍｓｍ　（Ｍｓｍ＜Ｍｓ）
【００１６】
　制限値Ｍｓｍは、図５のマップを参照し、車速Ｖに応じて設定する。すなわち、車速Ｖ
が低いほど、制限値Ｍｓｍを小さくする。この制限値Ｍｓｍは、横加速度と比べて大きな
減速感を運転者に与えないようにするためのヨーモーメントを表している。
　さらに、図６のマップを参照し、ＭｓとＭｓｍとの差（Ｍｓ－Ｍｓｍ）に応じて、制御
時間ＴLDPを設定する。すなわち、差（Ｍｓ－Ｍｓｍ）が大きいほど、制御時間ＴLDPを大
きくする。
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【００１７】
　続くステップＳ６では、運転者の車線変更の意志を判定する。
　先ず方向指示スイッチがＯＮであるときに、指示方向と逸脱方向とが一致するか否かを
判定する。一致していれば、意図的な車線変更であると判断して、逸脱フラグをＦｄ＝０
にリセットし、一致していなければ、意図的な車線変更ではないと判断して、現在の逸脱
フラグＦｄの状態を維持する。
【００１８】
　一方、方向指示スイッチがＯＦＦであるときには、操舵角｜θ｜が閾値θｓ以上である
か否かを判定する。判定結果が｜θ｜≧θｓであれば、運転者の意図的な車線変更である
と判断して、逸脱フラグをＦｄ＝０にリセットし、判定結果が｜θ｜＜θｓであれば、運
転者の意図的な車線変更ではないと判断して、現在の逸脱フラグＦｄの状態を維持する。
　続くステップＳ７では、各ホイールシリンダの目標液圧ＰFL～ＰRRを算出する。
【００１９】
　先ず、逸脱フラグがＦｄ＝０であれば、自車に逸脱傾向はないと判断して、ブレーキア
クチュエータ３の駆動を停止し、下記のように、各ホイールシリンダにはマスターシリン
ダ圧を供給する。ここで、Ｐｍｒは前後の制動力理想配分に基づく後輪マスターシリンダ
圧である。
　　ＰFL＝ＰFR＝Ｐｍ
　　ＰRL＝ＰRR＝Ｐｍｒ
　また、逸脱フラグがＦｄ＝１であれば、逸脱回避方向への進路修正を目的とした左右輪
の制動力差ΔＰｆ及びΔＰｒを算出する。
【００２０】
　先ず、目標ヨーモーメントＭｓが所定値Ｍｓ１以上であるか否かを判定し、判定結果が
Ｍｓ＜Ｍｓ１であれば、下記のように、前側左右輪の制動力差ΔＰｆ、及び後側左右輪の
制動力差ΔＰｒを算出する。ここで、Ｔはトレッドで、便宜上、前後同一とする。また、
ＫＲは制動力を液圧に換算するための後輪側の係数で、ブレーキ諸元により定まる。
　　ΔＰｆ＝０
　　ΔＰｒ＝２×ＫＲ×｜Ｍｓ｜／Ｔ
【００２１】
　一方、判定結果がＭｓ≧Ｍｓ１であれば、下記のように、前側左右輪の制動力差ΔＰｆ
、及び後側左右輪の制動力差ΔＰｒを算出する。ここで、ＫＦは制動力を液圧に変換する
ための前輪側の係数で、ブレーキ諸元により定まる。
　　ΔＰｆ＝２×ＫＦ×（｜Ｍｓ｜－Ｍｓ１）／Ｔ
　　ΔＰｒ＝２×Ｋｒ×Ｍｓ１／Ｔ
　したがって、逸脱方向が左の場合は、右方向へのヨーモーメントを付与するために、下
記のように、各ホイールシリンダの目標液圧ＰFL～ＰRRを算出する。なお、逸脱方向が右
の場合は、左方向へのヨーモーメントを付与するために、左右を反転させればよい。
　　ＰFL＝Ｐｍ
　　ＰFR＝Ｐｍ＋ΔＰｆ
　　ＰRL＝Ｐｍｒ
　　ＰRR＝Ｐｍｒ＋ΔＰｒ
【００２２】
　減速フラグがＦｒ＝０であれば、上記の目標液圧ＰFL～ＰRRでよいが、減速フラグがＦ
ｒ＝１であれば、下記のように、減速を目的とした制動力の上乗せ量Ｐｇを算出する。こ
こで、Ｋｖは車速Ｖに応じて定まるゲインであり、例えば、図７に示すように、車速Ｖが
高いほど、Ｋｖを大きくする。また、Ｋｇは車両諸元から定まるゲインである。
　　Ｐｇ＝Ｋｖ×Ｋｇ×（｜Ｘｓ｜－ＸＬ－Ｘａ）
　したがって、減速フラグがＦｒ＝１の場合は、下記のように、各ホイールシリンダの目
標液圧ＰFL～ＰRRを算出する。ここで、Ｐｇｒは前後輪の制動力理想配分に基づく後輪上
乗せ量である。
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　　ＰFL＝Ｐｍ＋（Ｐｇ／２）
　　ＰFR＝Ｐｍ＋ΔＰｆ＋（Ｐｇ／２）
　　ＰRL＝Ｐｍｒ＋（Ｐｇｒ／２）
　　ＰRR＝Ｐｍｒ＋ΔＰｒ＋（Ｐｇｒ／２）
【００２３】
　そして、ブレーキアクチュエータ３を駆動制御して、各ホイールシリンダに目標液圧Ｐ

FL～ＰRRを発生させると共に、警報装置２０を駆動して、自車が逸脱傾向にある旨を運転
者に報知してから、所定のメインプログラムに復帰する。
　なお、減速フラグがＦｒ＝１のときに、単に制動力を増加させるだけではなく、同時に
エンジン出力を抑制して、駆動力を減少させてもよい。
　また、逸脱回避方向に進路修正するときに、これと同時に警報を発する必要はなく、推
定横変位Ｘｓに対して、警報を発する閾値と進路修正を行う閾値とを個別に用意し、警報
用の閾値を相対的に小さくする等して、進路修正に入る前に警報を発するようにしてもよ
い。
【００２４】
　《作用》
　今、自車の右方向への逸脱傾向を検知し、左方向への目標ヨーモーメントＭｓを算出し
たとする。左右輪の制動力差によってヨーモーメントを発生させる場合、車両には横加速
度の他に減速度（前後加速度）も作用することになり、このときの減速度が横加速度より
も大きいと、自車進路の修正を目的とした制御であるにも関わらず、車両を減速させる制
御だと運転者が勘違いしてしまう可能性がある。
【００２５】
　そこで、目標ヨーモーメントＭｓを算出した際、この目標ヨーモーメントＭｓに応じて
自車進路を修正した場合の車両に作用する推定横加速度ＧH及び推定減速度ＧTを予め推定
し、この推定横加速度ＧHと推定減速度ＧTとを比較する。
　先ず、推定横加速度ＧHが推定減速度ＧT以上であれば、横加速度よりも大きな減速感を
運転者に与えることはなく、運転者は確実に横加速度を実感することになるので、そのま
まの目標ヨーモーメントＭｓに応じて左右輪の制動力差による進路修正を行う。
【００２６】
　一方、推定横加速度ＧHが推定減速度ＧTより小さいときには目標ヨーモーメントＭｓを
、算出した目標ヨーモーメントＭｓより小さな値（制限値Ｍｓｍ）に減少補正する。これ
により、左右輪のうち逸脱回避方向に相当する側（ここでは左輪側）の制動力が減少する
。ここで、図８に示すように、横加速度が減速度より小さいときには、ヨーレート（すな
わちヨーモーメント）を減少させた場合の横加速度の減少量と減速度の減少量では、減速
度の減少量が大きい。すなわち、目標ヨーモーメントＭｓを減少させることにより、横加
速度に対する減速度の比率を小さくすることができる。したがって、制限値Ｍｓｍに減少
補正した目標ヨーモーメントＭｓに応じて自車進路を修正するときに、運転者は横加速度
を実感し易くなり、逸脱防止制御が介入したことを認識し易くなる。すなわち、運転者に
車両を減速させる制御だと勘違いされることを防止することができる。
【００２７】
　上述のように、ＧH＜ＧTの場合には、目標ヨーモーメントＭｓを減少すれば横加速度Ｇ

Hに対する減速度ＧTの比率を小さくすることができる。しかしながら、確実に運転者に横
加速度を実感させるためには、制限値Ｍｓｍは、横加速度に対する減速度の比率を、運転
者が確実に横加速度を実感するような所定の比率未満の値に維持するための値であること
が好ましく、その値は車速Ｖによって変化する。図８は、ヨーレートに応じた横加速度及
び減速度の関係を示したものである。図中に実線で示したＬ１、Ｌ２、Ｌ３は、夫々、低
車速（例えば６０ｋｍ/ｈ）、中車速（例えば１００ｋｍ/ｈ）、高車速（例えば１４０ｋ
ｍ/ｈ）のときの横加速度を表わしており、破線は減速度を表している。すなわち、同じ
ヨーレート（すなわちヨーモーメント）でも、車速が低いほど、横加速度は小さくなり、
横加速度に対する減速度の比率が大きくなる。つまり、横加速度に対する減速度の比率の
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増大を抑制するためには、車速Ｖが低いほど、制限値Ｍｓｍを小さくしなければならない
。このように車速Ｖが低いほど、制限値Ｍｓｍを小さい値に設定することで、横加速度に
対する減速度の比率の増大を抑制し、運転者が横加速度を実感し易くする。
【００２８】
　また、目標ヨーモーメントＭｓを小さく補正すると、それだけ進路修正の性能に影響を
受けるので、目標ヨーモーメントＭｓを小さくした分だけ（Ｍｓ－Ｍｓｍ）、自車進路を
修正する時間を長くする。つまり、一旦算出された目標ヨーモーメントＭｓを減少補正す
ると、車両に付与する予定だったヨーモーメントが不足したことになるので、この不足分
を、制御時間の延長によって帳尻を合わせる。これにより、進路修正の性能を維持し、逸
脱傾向から確実に復帰させることができる。
【００２９】
　《応用例》
　本実施形態では、判定結果がＧH＜ＧTであるときに、目標ヨーモーメントＭｓを減少補
正しているが、これに限定されるものではない。例えば、ＧH＜ＧTであり、且つ推定減速
度ＧTと推定横加速度ＧHとの偏差が所定値以上であるときに、目標ヨーモーメントＭｓを
減少補正してもよい。この場合、目標ヨーモーメントＭｓに対する制限値Ｍｓｍを、推定
減速度ＧTと推定横加速度ＧHとの偏差が所定値未満となるような値に設定すればよい。こ
こで、偏差に対する所定値とは、横加速度と比べて大きな減速感を運転者に与える値であ
り、実験などによって予め求めておけばよい。
【００３０】
　さらに、ＧH＜ＧTであり、且つ推定横加速度ＧHに対する推定減速度ＧTの比率が所定値
以上であるときに、目標ヨーモーメントＭｓを減少補正してもよい。この場合、目標ヨー
モーメントＭｓに対する制限値Ｍｓｍを、推定横加速度ＧHに対する推定減速度ＧTの比率
が所定値未満となるような値に設定すればよい。ここで、比率に対する所定値とは、横加
速度と比べて大きな減速感を運転者に与える値であり、実験などによって予め求めておけ
ばよい。
　なお、これらの場合も前述した実施形態と同様に、車速Ｖが低いほど制限値Ｍｓｍを小
さい値に設定することが好ましい。
　また、減少補正の判定を偏差で行い、制限値Ｍｓｍを比率で定義したり、逆に減少補正
の判定を比率で行い、制限値Ｍｓｍを偏差で定義したりしてもよい。
【００３１】
　《効果》
　以上より、ステップＳ５の処理が「算出手段」に対応し、ステップＳ７の処理が「制御
手段」に対応する。
（１）走行車線に対する自車の逸脱傾向の有無を判定し、逸脱傾向が有ると判定したとき
に逸脱回避方向の目標ヨーモーメントを算出する算出手段と、目標ヨーモーメントに応じ
て左右輪の制動力差を制御し自車進路を逸脱回避方向に修正する制御手段と、を備えた車
線逸脱防止装置において、算出手段は、制御手段が目標ヨーモーメントに応じて自車進路
を修正した場合の車両に作用する推定横加速度及び推定減速度を予め推定し、推定横加速
度が推定減速度よりも小さいときに、目標ヨーモーメントを減少補正する。
　これにより、自車進路を修正するときに、横加速度に対する減速度の比率を低下させ、
運転者に横加速度を実感させ易くすることができる。したがって、運転者に車両を減速さ
せる制御だと勘違いされることを防止できる。
【００３２】
（２）算出手段は、車速が低いほど、目標ヨーモーメントを小さな値に減少補正する。
　このように、推定横加速度と推定減速度との比率に相関のある車速に応じて目標ヨーモ
ーメントを減少補正することで、運転者が横加速度を実感し易くすることができる。
（３）算出手段は、推定横加速度が推定減速度よりも小さく、且つ推定横加速度と推定減
速度との偏差が予め定められた所定値以上であるときに、目標ヨーモーメントを減少補正
する。
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　これにより、目標ヨーモーメントを減少補正するタイミングを、運転者の感覚に合わせ
て最適化することができる。
【００３３】
（４）算出手段は、推定横加速度と推定減速度との偏差が所定値未満となるように、目標
ヨーモーメントを減少補正する。
　これにより、横加速度に対する減速度の比率を低下させ、運転者に横加速度を実感させ
易くすることができる。したがって、運転者に車両を減速させる制御だと勘違いされるこ
とを防止できる。
（５）算出手段は、推定横加速度が推定減速度よりも小さく、且つ推定横加速度に対する
推定減速度の比率が予め定められた所定値以上であるときに、目標ヨーモーメントを減少
補正する。
　これにより、目標ヨーモーメントを減少補正するタイミングを、運転者の感覚に合わせ
て最適化することができる。
【００３４】
（６）算出手段は、推定横加速度に対する推定減速度の比率が所定値未満となるように、
目標ヨーモーメントを減少補正する。
　これにより、横加速度に対する減速度の比率を低下させ、運転者に横加速度を実感させ
易くすることができる。したがって、運転者に車両を減速させる制御だと勘違いされるこ
とを防止できる。
（７）制御手段は、算出手段が目標ヨーモーメントを小さく補正するほど、自車進路を修
正する時間を長くする。
　これにより、進路修正の性能を維持し、逸脱傾向から確実に復帰させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】車両の概略構成である。
【図２】逸脱防止制御処理のフローチャートである。
【図３】閾値Ｘａの算出に用いるマップである。
【図４】ゲインＫ２の算出に用いるマップである。
【図５】制限値Ｍｓｍの算出に用いるマップである。
【図６】制御時間ＴLDPの算出に用いるマップである。
【図７】ゲインＫｖの算出に用いるマップである。
【図８】ヨーレートに応じた推定横加速度の車速毎の変化特性を示す。
【図９】車頭時間後における車線中央からの横変位量を示す。
【符号の説明】
【００３６】
　　２ＦＬ～２ＲＲ　ホイールシリンダ
　　３　ブレーキアクチュエータ
　　４　コントローラ
　　５　カメラ
　１０　圧力センサ
　１１　舵角センサ
　１２　車輪速センサ
　１３　方向指示スイッチ
　１４　ナビゲーション装置
　２０　警報装置
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